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1.はじめに
本研究は，一つの時代に共通してもたれる住宅に対す
る価値観を国民住宅像とするとき，現代日本人の住宅像
乏時代意識 ・4士会怠識としての視点から洗い出し，そ
の過程で日本人の多くがもっといわれる「一戸建持ち家」
の理怨像がどの緯度??遍的に浸透しているかを検証する
ことを目的としている。
近年の世論調資などにも見られるように，一戸建持ち
家に対する支持は非常に板強い。この一戸建持ち家を理
想、とする住宅像が，日本人の住宅像を解明する上での.
重要な視点になると考えられる。では -/j趨持ち家像
はいつ頃，形成されたのだろうか。わが国の住吉所有形
態を論じた文献3吋によれば，国勢調査が初めて実施
された大正9年当時，-'t同の住宅総数1034万戸の67%が
持ち家であり，持ち家の8'JfIJは段家であったと推計され
ている。昭和15年においても.全国の持ち家のほとんと
は農家であった。また，昭和16年.厚生省による24/Is市
を対象とした 「大都市住宅調査」では，借家の比率は全
住宅の76%をしめた。とくに， 大阪と神戸は持ち家ユ終が
10%程度にすぎないなど，都市部では借家が圧倒的であっ
これらのデータが示すように，戦前は，令凶の持ち家
の大半が農家であり，郎rlî住宅の大部分はft~家であった。
農家の持ち家を除くと借家が一般的であった戦前の状況
下において，今円のように，一戸建持ち家像(非農家)
が大衆的に存在していたとは身えにくし、。郡市住宅の多
くが借家であったという戦前の状況に一転して，戦後.
一戸建持ち家を型:住、とする住宅像が，いつはiから大衆化
したかが注目される。
戦後40年間に，郎「打化のめぎましい進行，住宅生産技
術の進歩などとともに，住宅選択の場が広がり，住宅に
関する選択肢が非常に多機化した。 i戸建住宅←共同住
宅J，i持ち家 借家J，i木造り ーコンクリート造」など，
対立する慨念が互いに葛藤する中から.一戸建持ち家を
理忽、とする住宅像がどのように形成されたのかを明らか
にすることが，白木人の住宅像を他出する上での重要課
題であると巧・えられる。
一戸.ill持ち家像の形成過程を，歴史的にさかのぼって
直接捉えることは難しい。間接的に捉えるには，いろい
ろな手法か巧ー えられるが，本研究では，できるだけ客観
的に.広く同民一般の怠見を捉える一手法と して，戦後
におこなわれた各植の世論調査結果を用いることによっ
て，一戸建持ち家像に着目した国民住宅像を錨出するこ
とを試みた。 Ilt論調査は.広範聞にわたる大量調査であ
ること，統計的手法によって調資対象をサンプリングし
ていること，政府機関や新聞社など，公共性が強い機関
によって実施されたものが多いことなどから，意識調査
として.fd盟主性の高いデ タが得られると与えられる。
これまで，政府関係機関や新聞社，地方公共団体等に
よって.biJlえの住宅に関する志向について各種の世論調
ftがおこなわれてきたが，そのほとんどが単発的江調伐
に終始し.凶民の住宅像の推移を継続的に把提するには
至っていない。また.日本人は持ち家ぶInjが強いという
調査結果がみられでも，それがどの程度の将遍性をもつ
かについては，単独の調査からはZい難い。
本研究では，昭和20年代から半成元年度までに実施さ
れた符NiのIlt論調査の中から，住怠殺に!刻するものを網
線的に収集した。 一戸建持ち家像がt ①1'1己所有である
こと、②一戸総であること，③木造りであること，の 3
要ぷーで規定されるものと仮定し.この3点に関する世論
、 、 ，
?
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調査結果を比較検討することによって，一戸建持ち家像
に着目した日本人の住宅像の輪郭を明らかにする。
2.研究の方法
昭和20年代から昭和38年度までに発行された内閣総理
大臣官房審議室編の『全国世論調査の現況』り ，昭和39
年度から平成元年度に発行された内閣総理大臣官房広報
室編の『世論調査年鑑J5)を網羅するとともに，総理府
広報室編の 『月刊世論調査J6) ，政府各機関の世論調
査報告書，新聞社の世論調査年表などをあたって，各種
の世論調査の中から，住宅に関する項目が記載されてい
るものを抽出した。さ らに，分析の対象を，住宅の所有
関係，建て方，立地，構造に関する希望をたずねる設問
を含むものとし，合計65件の調査を収集した。
世論調査を分析する場合，調査対象や調査地域，質問
形式が異なり，相互比較しにくいことが問題となる。本
研究では，こういった問題を少なくするために，65件の
調査のうち，全国あるいは大都市圏レベルでおこなわれ，
かっ調査対象者数が1000名以上の調査を中心に取り上げ
た。さらに， 1"持ち家一借家J，1"一戸建一共同建J，r木
造り一非木造り」という，対になる概念を分析の主軸と
することによって，できるだけ同じ視点で調査結果を相
互比較した。
以下では，戦後の45年間を， 1)復興期，2)昭和30
年代からの高度経済成長期 3 )オイルショックから現
在に至る低成長期，の大きく 3つの時期にわけで，それ
ぞれの時期におこなわれた世論調査結果を比較検討して
いく。
3.戦後における住宅像の推移
1 )復興期
復興期の住宅の状況は，昭和23年に始まった総理府の
住宅統計調査によって知ることができる。悉皆調査とし
て実施された昭和23年の調査では，全国の持ち家率は平
均67.2%，24都市の持ち家率は41.3%であり，都市住宅
の持ち家の中では，借地持ち家が大部分をしめていた 7)。
昭和28年度の調査は，全国市部を対象におこなわれた。
これによると，全国市部の持ち家率は平均57.5%，うち
自己宅地は57%，借地持ち家は43%であった。住宅の建
て方では，一戸建が全体の63.8%をしめ，アパート形式
の住宅は 5.2%にすぎなかった。また，全体の97.8%が
木造住宅であった，)。戦前は同潤会によるRC造の集合
住宅などもあったが，量的にはごく僅かであった。また，
昭和23年には戦後初の都営住宅RC造アパートが，昭和
24年にはブロック造の都営住宅が出現した。しかし，昭
和20年代には， RC造の集合住宅は，まだ一般には殆ど
知られるものではなかったと考えられる。
こういった住宅の状況を前提にして，終戦直後，絶対
的な住宅不足という厳しい状況下で， 国民は住宅につい
て，どのような理想像を抱いていたのだろうか。住意識
を直接聞き出すものではないが，まず， 昭和23年に実施
された総理府の 『国民生活に関する世論調査』叫 によっ
て，国民が理:僚とする住宅像をある程度推察することが
できる。住宅金融公庫も公営住宅法も設立されていない
時期であるが，この調査では，住宅政策に対する希望と
して，公営住宅政策と家を建てたい人への個人融資のう
ち，いずれを支持するかを尋ねている。表 lに示すよう
に，全体としては，公営住宅政策支持が個人融資をやや
上回る。また，戦災を受けた6大都市については，不燃
化住宅への希望も高い(表1)。
昭和25年， 26年には，建設省によって非農家世帯主を
対象に 「住宅に関する世論調査Jが実施された。 6大都
市を対象とした昭和25年の第 l次調査同では，住宅移
転希望者に，将来どんな住宅に移ることを希望している
かを尋ねている(表2)。転居希望者のうち，住宅を
「買うJ，1"建てる」が合わせて31.3%であるのに対し，
住宅を 「借りる」は40.3%である。また，閉じ く転居希
望者の67%が，ブロック造などの不燃住宅ではなく木造
住宅を希望している。住宅を借りる理由として， i建て
る余絡がなL、から」が86%をしめることから，積極的に
借家を志向していたというより，実際の住宅選択で.当
時の都市住宅の多くをしめていた木造借家を希望する者
が多かったことがわかる。
昭和26年に， 9都市を対象におこなわれた第2次調
査川では，持ち家志向，一戸建住宅とアパ トー の選好に
関する設聞があり ，現実とは関係なく ，国民がどんな住
宅を希望していたかを知ることができる(表3)。 将来，
借家が自由に借りられるようになった場合に，どんな住
宅に住みたL、かについて， i持ち家がよ い」が 7割以上
をしめる。大都市と地方都市間，持ち家居住者と借家居
住者とで比較すると，持ち家支持率の差異はわずかであ
る。大都市，借家層においても，地方都市，持ち家層に
劣らず強い持ち家支持が出ていることが注目される。こ
ういった強い持ち家志向がみられる一方で，住宅政策の
希望については，住宅を持つための個人融資よりも，公
共住宅建設施策の支持率が高いといった傾向が出ている。
また， i鉄筋のアパートがだいぶできていますが，あな
たは住みたいと思いますか」という問いに対して， 7割
が「鉄筋のアパートには住みたくない」と答えている。
アパート式と木造一戸建ではどちらがよいかという質問
(2) 
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表1 住宅施策に対する希望 単位% 鶴市部を中心に不燃化住宅への支持が高い。しかし，R 
<住宅施策> 公常住宅個人融資どちらでわから計
もよい ない
40.4 33.7 13.8 12.1 100.0 
<公営住宅の強て方>附易住宅不燃住宅どちらでわから計
もよい ない
C造のアパートがまだ一般に知られていなかった時代で
あるが，木造りの一戸建持ち家を理想、とする住宅像がか
なり強〈存在していたといえる。当面の緊急的な住宅難
を緩和したいという意識と，その背後にある木造りのー
六大都市 39.3 42.4 10.9 7.4 100.0 戸建持ち家を理;僚とする意識とのお藤がうかがえる。
その他 45.2 34.5 11.9 8.4 100.0 金融公邸法が公布されてまもなく，まだ持ち家政策が
全体 42.5 38.1 11.5 7.9 100.0 
出典 5.23年国民生活に関する世論調査
28都市2705世俗の家事担当者を対象 (純a家を除く)
表 2 移転先の住宅に対する希望と借家希望の理由
(具体的な移転計画をもっ場合)
<所有形態> 買う鐙てる借りるその他決めて 既に 計
いない確定
56 25.3 40.3 2.6 14.2 12.0 100.0(233) 
<機造> 木泡外郎 コン?IJ-"どれで不明 針
モル9ルプロ yヲもよい
67.4 10.5 4.2 14.7 3.2 100.0(95) 
<建て方>一戸建 μー鐙共同どれで不明 計
もよい
75.8 1.1 8.4 2.6 2.1 100.0(95) 
<住宅を借りる理由> 迎てる余絡がない その他不申1 ，十
86.296 10.6 3.2 10.0(94) 
根をおろしていなかったと考えられる時期において，都
市住宅の大部分が借家であったという戦前の状況に一転
して，すでに持ち家志向が強く出ていることが注目され
る。国勢調傘が始まった大正9年に全人口の18.4%であっ
た都市人口は，農村からの人口流入によって，昭和15年
には37.7%1こまで達していた。その後，戦争によって一
斉に下活した都I行人口は，昭和20年以降，著しく増加を
たどる。非農家を対象としたI世論調査であるが，もとも
との都市住民以外に，農家持ち家のイメ ージを持った地
方からの流入者の存在が，こうした持ち家支持に関与し
ている可能性が考えられる。
2)高度経済成長期
昭和30年，住宅公団法が発布され，翌31年には公団の
鉄筋コンクリ ート団地への入居も始まり，昭和30年代は
RC造・の住宅t'tl地の建設が進んだ。 i団地族Jという言
出典 5.25年住宅に閲する世論調査 単位%、( )内は人数 築が生まれ，国民生活白書叫にも 「団地族」とその生
6大郎市の非農家世+帯主3522人を対象 活織式が取りヒげられる。総理府の住宅統計調査による
と，木造住宅の割合は，昭和33年には95.6%であったが，
表3 希望の住宅 単位%、 ( )内は人数 昭和48年には66.3%と，15年間で約30%減少した。 それ
<持家か借家か>持家税金や修繕費を借家不明 Z十
考えると借家
に対して非木造住宅の比率は漸地し，昭和48年には13.8
%をしめた。 RC造の集合住宅も，しだいに大衆に浸透
大都市
地方都市
72.3 
77.0 
7.0 15.3 5.0 100.0(832) し始めた。附和40年代はじめには，マンションブームが
3.5 14.0 5.4 100.0(1149) おこり，分議集合住宅も桜をおろし始めた。住宅の変化
<木造一戸延町かアパー ト式か>一戸建アパート不明 H 
大都市 81.8 12.1 6.0 100.0(832) 
地方視市 8ゆ2 12.1 7.5 100.0(1149) 
<鉄筋アパート居住希笠>住みたい住みたく 不明計
大都市
地方都市
ない
21.3 70.6 7.9 1000(832) 
2.4 69.5 8.0 100.0(149) 
出典 5.26年住宅に関する世論調盆
9都市の非農家世帯主2081人を対象 (太郎市 a 東京、大
阪、名古屋地JiI'fP市.札幌、仙台、金沢、広島、高松、
福岡市)
には， 8割以上が 「木造一戸建がよいJとしている。 前
年の第 l次調査と合わせて，木造り住宅への佳い支持が
うかがえる。
昭和20年代の復興期，厳しい住宅難のなかで，現実問
題としては，持ち家取得よりも公共住宅総設の支持や，
(3) 
だけでなく，この時期は人口動向の変化も著しい。昭和
20年代から昭和40年代にかけては，地方から都市部への
人U流入がめざまししく，とくに東京，大阪では，昭和
25年-40年の15年間に人口がほぼ倍増した。
昭和30年代に実施された総f!Il府の 『国民生活に関する
世論調査J叫を通覧すると，住宅に不満をもっていると
回答したものに，どんな点に不満をもっているかという
問いに対して， i公共住宅の建設」はわずかで，i自分の
家をもちたいJという回答が般も多く，自分の家を持て
ないことが最も大きな不満となっていることが出ている。
昭和40年代に入ると，住窓識そのものを取り上げる調
査が~え，とくに一戸建住宅と后'íJ'白アバー トを対比させ
て希望を尋ねたものが多し、。こうした調査結果を，まず
住宅の訟で方を馳に整理した (表4)。高度経済成長期
のさなかの昭和40年，毎日新聞社によって実施された
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表4 住宅の建て方についての希望
調1ま名 項 目
1)附和40年 一戸建て
都市問題意識調輩Ii高層アパー ト
CN=4281) わからない
2)昭和41年 庭のある小さい一戸建ての家
日本の未来像調査|間数も多くて設備の整った高層アパ トー
(N=4053) どちらともいえない、わからない
3)制和45年 |一戸趨て
住宅に関する世論|共同住宅
調査CN=聞の |その他・答えない
4)昭和46年 |独立住宅 (庭付き)
東海4県調査 |独立住宅(庭なし)
CNニ 3678) 集合住宅(アパー ト、マンション)
わからない
5)昭和48年
「住みよさJにつ l町から厳れていても庭付き住宅に住みたい
いての世論調査 |高層住宅でもいいから大都会に住みたい
CN =3498) I無回答
95% 
3% 
2% 
91% 
5% 
4% 
91.9% 
4.5% 
2.3% 
90.2% 
2.8% 
0.8% 
5.1% 
81.3% 
6.3% 
12.4% 
出典 I)S.40年都市問題意識調査京浜、中京、京阪神、北九州各都市
圏の4281人を対像
2)S.41年 日本の未来像調査全国の男女4053人を対象
3)S.45年住宅に関する世論調査東京都の男女1039人を対象
4)S.46年東海4県調査愛知、 岐阜、 三重、静l瑚の3678人を対象
5)S.48年 「住みよさJについての情論調査近畿闘住民3498人を
対象
表5 住宅所有に関する希望
自分の家をもっ 借家でよい その他・わからない 計
75.8% 17.0% 7.1% 100.0%(1039) 
出典 S.45年住宅に関する世論調査 (東京都)
東京都の男女1039人を対象
表 6 居住地の希望について
1)昭和40年 都，心部 郊外 その他
都市問題意識調査 25% 70% 5% 
2)昭和41年 大都市 大都市 地方都市田舎
都心 郊外
言十
100% 
5十
日本の未来像調査 6% 21% 39% 33% 100% 
山奥1)昭和40年 都市問題意識調査 京浜、中京、京阪神、
北九州の4281人を対象
2)昭和41年 日本の未来像調査会国4053人を対象
いても，一戸建支持は非常に強く出ている。これらの調
査結果のように， 9割以上が一戸建住宅を支持する傾向
は，中日新聞社の 「東海4!黒調査』叫'毎日新聞社の
r i住みよさ」に関する世論調査』川など新聞社による
ものの他，東京都の 『住宅に関する世論調査』瑚， r北海
道政に関する世論調査J叫なと¥自治体による世論調査
にもみられる。
所有形態に関する希望を尋ねる調査は少ないが，東京
都で昭和45年実施された 『住宅に関する世論調査』叫 で
は， i自分の家をもっ」が75.6%，i借家でよい」が17.0
%と，強い持ち家志向がみられる (表 5)。
居住地の希望については， 8.40年の 「都市問題意識調
査」叫で， i都心部J25%に対して， i郊外」が70%をし
めている。また，さらに細かく居住地希望をたずねた
『日本の未来像調査』却では， i地方都市」や 「田舎Jの
希望が強い(表6)。
高度経済成長期におこなわれた調査を通覧すると， R 
C造の集合住宅がかなり浸透した時期にも関わらず，昭
和40年代に入って，郊外の一戸建持ち家を理想、とする住
宅像がコンスタントに現われている。この時期，地方の
農村から都市へ定着した層が多いことが，この強い一戸
建支持に関与している可能性が考えられる。
3 )低成長期
昭和48年の住宅統計調査では，全国の住宅総数は総世
帯数を 141万戸上回るとともに， 全都道府県で住宅数が
世平等数を上回り，住宅の質が問われる時代に入った。住
宅の構成比では，昭和48年の住宅統計調査で66.5%を古
めていた木造住宅 (防火木造を除く)が漸減し， 昭和63
年度では41.5%となった。これに対し，非木造住宅の割
合は一貫して上昇・し，その大部分がRC造である。一戸
建住宅での非木造の割合は，昭和38年にはわずか 1%で
あったが，昭和63年には5.6%とな った。都市部を中心
に共同住宅の比率が増加し， 共同住宅の持ち家の割合も
高くなった。このように，低成長期に入って，住宅が量
的に充是するとともに，共同住宅やRC造住宅に加えて，
共同住宅の持ち家も一定の位置を占めるようになっ た。
住宅が一層多様になり，条件さえ整えば，住宅が選択で
きる時代に入って，国民住宅像にどのような動きがみ ら
れるだろうか。
『都市問題意識調査J川では， i一戸建む 95%，["高層アパー オイルショ yク以降，昭和49年から， 総理府の大都市
トJ3 %と，圧倒的な一戸建志向がみられる。 さらに， 圏を対象とした住宅，宅地，地価に関する一連の調査や，
昭和41年におこなわれたNHK世論調査所の 「日本の未 東京都の都政やまちづくりに関する調査，大阪府の府政
来像調査J'のでは， ["間数も多くて設備の整った高層ア に閲する調査などで，住意識に関する項目が継続的に設
ノfー 卜J5 %に対して， ["庭のある小さい一戸建の家」 けられている。なかでも，住宅の建て方の希望をたずね
が91%と，間数も多く ，設備の整ったという好条件がつ るものが多い。
(4) 
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表7 一戸建て志向(低成長期) 単位% 表7では，終調査における.住宅の建て方についての
く瀦干名のタイ究〉
!Jl 同 全体 円建共 1"1
持家建持家 借家
1)-tjlての住宅以外li.l!"えられない 15.2 222 4.9 7.3 
-pl!ての住吉が蛍ましい 48.2 474 50.5 490 
一戸建ての作宅ではくてもやむを得ない 24.2 20.4 28.5 28.8 
一戸il!ての伎をはあきらめるべきだ 7.9 5.3 12.1 10.8 
わからない 44 3.9 3.9 4 1 
2)一戸他ての持家 88.0 97.0 79.8 75.8 
-p処ての俗説 1.5 0.2 。 4.2 
共IoJfγtのf年来 3.4 0.7 16.5 5.7 
共laJ住'告の借家 1.2 。 。 3，5 
わからない 5.1 23 3.7 10.8 
3)一戸il!てがよい 85，5 96，3 63.6ω5 
共|司{干宅でもよい 10.0 2.4 25.0 22.3 
共I"J{主宅がよい 4，5 3，4 
わからない 3.1 1.3 68 5.8 
4)一戸建て形式がよい 820 921 58.5 60，0 
共同住・'i:;形式がよい 71 1.7 25.6 23.3 
どちらでもよい・無回符 11.0 6，2 15.6 16.7 
5)土地f.t喜一pil!ての(~宅以外は身えられない 29.9 50.1 9，5 9.9 
できれば上地付幸一pl1!ての伐宅に住みたい 49.8 37.7 56.1 61.2 
中高JW(主'官に(~んでもよい 12，5 7.2 21.6 18，4 
中高!I1I(i'芭に(tみたい 9.5 4.4 
わからない 5，1 45 3.4 6，2 
一出典 1)552係 人郡市地域における住宅・地面に関する償請必企首郎
崎、中魚崎、点阪神闘の3810人対象
2) 557年 人邸時i地域の住宅・地価に関する世論調査東京刷、中
京圏、京阪神憎の3590人を対象
3)561年 郷^市織の住宅・宅地に関する世論調査 首邸圏、点阪
神湖町1901人対象
4)562年 第58図府政に関するF理論調査、大阪府民1539人対象
5)562年 まちづ〈りに関する世省調査、東京都の3817人対象
ョ長8 尉{主地f骨守lの推移 単位%
(ll 121 131 141 151 
S.45年 S.49年 S.52年 5，57年 S，61;ド
H常生mが不便でも向然環繍のよい
51，4 50.9 50.4 52.7 40.8 郊外がよい
環境は忠くてもH常生活が使平IJな市 38.8 40.1 42.0 41.2 56，1 
街地がよい
不 明 9.3 9.0 7，6 61 31 
出典
111545作 太郎巾fl'J.(の件を・'t;地に関する世論調企(N=2386人)
121549作 太郎市地域における住'告・宅地に関する世出品調企(N=2492人)
1315，52年 );:m!巾地域における住宅・地価に関する世議調倉(対ニ3810人)
14l5.57年 大鶴市地減に関する住宅・宅地に関する世a調企(N=3590人}
151561年 太郎市側の住・在・宅地に関する世論調傘(N= 1901人)
11;1.東京と大阪を、 12J-1511i首棒眠、中京圏、京阪神問地減を対象
(5) 
回答傾向を整理した。オイルショック直後，昭如49年の
『住宅 ・宅地に関する世論調査』却では，大部市闘では
どんな住宅が望ましL、かという聞に対し r一戸建以外
はJ5-えられない」と「一戸建が望ましい」が6~IJを越え
ていた。昭和52年の 『大都市地域における住宅 ・地価に
関する世論調査』叫 においても，一戸建支持は，ほぼ閉
じ支持本を示している。
昭和57年の 『大都市地域における住宅 ・地価に関する
陛論調査』叩では， i一戸建の持ち家」を88%が支持し
ている。一戸建であっても「一戸建借家」の支持は何か
で，持ち家であることがポイントとなっている。昭如61
年の L太郎市闘の住宅 ・宅地に関する世論調夜』加 では，
「一戸建がよい」が85.5%，昭和62年の 『第58回大阪府
政に関する世論調査J'"では.i一戸建住宅形式がよい」
が82.0%と，いずれの調査結果でも一戸建住宅は尚.い支
持事を示す。しかし， 高度経済成長期には，同織の設聞
に対し9書lJ以上の一戸建支持があったのに比べると， 一
戸il支持が低下し，その分，共同住宅の支持率がやや高
くなっている。
17和62年実施の東京都の 『住宅とまちづくりに|刻する
l立論調六」加では， i土地付き一戸建の住宅以外は考え
られないJ29.9%， iできれば土地付き一戸建に住みた
いJ49.8%と，土地付き一戸建支持は881Jに近い。一戸
建であるだけでなく，土地付きの自己所釘住吉きであるこ
とが開想とされている。
これらの結果を現住宅タイプ別にみると，現在一戸建
持ち家に居住する者だけでなく，共同建持ち家厨や借家
焔においても，大多数が一戸建を支持することがt主臼さ
れる。
居住地の希望については，昭和40年代から50年代にか
けて， i日常生活が不便でも自然環績のよい郊外がよい」
が5:lIIJ強の支持本でほぼ償ばい状態であったのが，昭和
60年代に入って.i環境が悪くても便利な市街地」の支
持が伸びた。これは.共同住宅の支持率の高まりと相対
するものであると考えられる(表8)。
さて，理想の住宅といっても，家族，生活 1 収入など，
微々な現実的条件が意識される場合が多いと与えられる。
昭和54年の 『大都市地域の住宅 ・宅地取引に関するl立論
調査J酌'昭和59年と62年の 「国民生活選好度調査
J副 30; 昭和61年の 『大都市閣の住宅 ・宅地に関する|廿
論調査J吻 昭和63年の 『土地問題に閲する世論調貸
』ぬなどでは， 平IJ便性，経済性，環境，住宅規棟など織々
な条件の下で，どんな住宅を希望するか，住宅選択の優
先度を尋ねている(表9)。
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表9 生活条件と住宅の希望 単位% を抱いており，戸建持ち家像は，日本人に根強く浸透し
全体戸建共同建借家
持家持家
1)民物や通勤に便利なマンシ，ンなどの共同住宅 27.0 
貨物や通勤が不便でも郊外の一戸建て住宅 68.2 
わからない 4.8 
2)生活に不便でも市の中心部から鍵れて、
庭付喜一戸建て住宅に住む 67.7
市の中心部に近く、生活に何かと便利な
場所にある中高層住宅に住む 26.3
わからない 6.0 
3)生活に不便でも市の中心部から隙れて
庭付き一戸建てに住む 68.7
市の中心に近〈、生活に何かと使利な
場所にある中高層住宅に住む 30.7
わからない 0.7 
4)日常生活が多少不便でも一戸鎗て住宅 46.8 58.8 26.1 27.0 
共同住宅でも日常生活が便利江方 38.9 24.1 60.8 64.6 
わからない 14.3 17.1 13.1 8.4 
5)運動時間が長くても一戸鐙てがよい 53.7 61.3 29.2 35.7 
通勤時間が短ければ共同住宅でよい 35.1 26.1臥6 55.9 
わからない 11.2 12.5 6.2 8.3 
5)量生地が狭くても一戸建てがよい 52.4 60.2 19.5 34.8 
fl地が広ければ共同住宅でよい 36.8 27.8 71.7 56.9 
わからない 10.9 12.0 8.8 8.3 
②<持家か借家か>
4)高級の住宅ローンでも符訟がよい 53.9 64.6 51.7 30.7 
高額の住宅ロ甲ンなら借家でもよい 31.9 19.2 31.8 60.3 
わからない 14.2 16.2 16.5 9.0 
4)日常生活が多少不便でも持家がよい 43.5 53.8 33.0 24.0 
借家でも臼常生活が使利なnがよい 42.7 29.8 54.5 67.6 
わからない 13.8 16.4 12.5 8.4 
出典 1)5例年大鶴市地域の住宅・宅地取引に関する世治調査 東京、
名古屋、大阪の2288人対象
2)5.59年図民生活選好度調査全国3ω2人対象
3)5.62年国民生活選好度調盆全国2857人
4)S.61年大都市闘の住宅・宅地に関する世論調査首都圏、京阪
伸陶の1901人対象
5)S.63年土地問題に関する修治調倉全国3817人対象
昭和54年， 59年の調査では， i生活に不便でも一戸建」
の支持が7割近くに逮していたのに対し，昭和61年の調
査では4害IJ台にまで下がり，その分， i環境が悪くても
生活に便利な高層住宅」の支持率が高くなった。また
昭和63年の調査では， i通勤時間が長くても一戸建」が
53.7%， i敷地が狭くても一戸建J52.4%と，何も条件が
つかない場合に8割以上の一戸建支持率があったのに対
して，一戸建に固執する者の比率が極端に低下する。所
有形態を紬にとってみても，昭和61年の調査で， i高額
の住宅ローンでも持ち家J53.9%， i日常生活が多少不
便でも持ち家J43.5%と，現実的条件が付加すると，持
ち家に固執する者の比率は低下する。
しかし全体としてみれば，多様な条件がついても，
おおむね半数の者は，一戸建持ち家を埋想、とする住宅像
(6) 
ているといえる。しかし，その一方で，条件によっては，
大都市圏において，市街地の賃貸共同住宅を選択する者
も確実に地加しており，共同建持ち家層を中心lこ，一戸
建であることよりも，生活条件，とりわけ利便性を求め
る志向が強化していると考えられる。
昭和52年の 『大都市地域における住宅・地価に関する
世論調査』叫では，住宅に対する価値観を，所有形態，
建て方，立地などを含めて総合的に聞き出している (表
10)0 16項目の設問のうち， iそう思う」という回答が5
書IJを勉える項目を抜き出すと， iいくら払っても自分の
ものにならない家のために家賃を払うのは馬鹿らしいJ，
「家は一生かけてもよい財産だJ，i家 ・屋敷は，自分の
力のあらわれの 1つだJ，i住まいには庭 (土)が絶対に
欠かせないJ，i高層住宅といっても，せいぜい6階ぐら
いでそれ以上高い所に住みたくないJi年をとった ら.
都会には住みたくないJである。逆に， iそうは思わな
い」と回答する割合が高いのは， i借家・借聞は，気軽
に住みかえられるので，自分にあっているJ，i大都会の
中で，一戸建は賀沢だ」である。全体に，一戸建持ち家
の袈紫である，庭があること，自己所有であることに関
する項目への支持が高い。とくに， ["家は一生かけても
よい財産J，i家・屋敷は自分の力のあらわれ」など絶対
的な持ち家所有観を示す項目の支持が高いことが注目さ
れる。
4.住宅像の背景
1 )一戸建持ち家の支持理由
いままでみてきたように，一戸建持ち家の理想像は，
戦後，各時期を通じて，ほぽ一貫して日本人の多くに線
強引浸透し，ある程度の普遍性をもっと考えられる。こ
こでは，この一戸建持ち家志向の根底にあるものは何か
を世論調査結果から引き出してみる。
表11は，一戸建住宅の支持理由に関する設聞がある調
査船叫1)を実施年JI頃に整理したものである。これらは，
低成長期に入って実施された調査で，持ち家の:意味も含
めて，一戸建住宅の支持理由を尋ねている。選択肢を整
理すると， 一戸建住宅の支持理由は，庭がある，上に親
しめるという「接地性J，気兼ねなく暮らせるという
「心理的安定J，i老後や子供のためJ，培改築など「間取
りの自由性J，財産つ‘くりになるといった「資産性J，
「生活環境J，一国一域の主のような気がするといった
「持ち家意識J，の大きく 7項目に分類できる。
ここで注目されるのは， 一戸建持ち家の資産性や良好
な生活環岐よりも， i心理的安定J，とりわけ「気兼ねな
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表10 住宅についての考え方 単位%
そうそうは 概にはわから
盟、う思わない Jえないない
1.庭付きの家に住めるなら、何も自分
の家でなくてもよい 31.3 43.9 22.7 2.1 
2 借家・借問は、気般に住みかえられ
れので、自分にあっている 13.0 62.8 18.8 5.4 
3 いくら払っても、自分のものになら
ない家のために家賃を払うのは馬鹿 57.3 20.2 20.3 2.2 
らしい
4.家・属敷1;1.、向分のカのあらわれの
Iつだ 52.4 22.1 22.6 2.8 
5 大郎会の中で、一戸建て住宅はぜい
たくだ 23.6 48.7 24.7 30 
6.住まいには庭(土)が絶対に欠かせ
ない 53.0 22.7 22.1 2.2 
7 高層住宅(マンション)は、都会人
生活に合っている 37.7 23.6 30.7 8.0 
8 職場に遣い一戸建てより、磁場に近
い高層住宅(マンション〉がよい 35.0 28.4 30.1 6.5 
9 住みやすく、まわりに緑や広場があ
れば、高層住'正(マンνョン)でも 49.1 22.9 22.1 5.9 
かまわない
10高層住宅(マンシ aン)といっても、
せいぜい6階ぐらいまでで、それ以 56.2 19.5 14.9 9.3 
t高い所に1;1住みたくない
1 共同住宅は、カギ1つで気軽な生活
ができてよい 32.0 37.2 22.8 7.9 
12 共同住宅は、となり近所のつきあい
がうるさくなくてよい 20.5 40.1 27.9 1.5 
13住宅にお金をかけるより，そのぶん
日常の生活を楽しみたい 17.2 46.8 31.1 4.6 
14 家は一生かけてもよい財産だ 57.4 17.3 22.3 3.0 
15 年をと勺たら、郎会には住みたくない 50.9 26.3 18.7 4.0 
16 田舎に住むと、となり近所のつきあ
いがうるさくていやだ 15.0 48.5 28.5 8.0 
出典昭和52年大都市地援における住宅・地価に関する柑論調査
首都樹、中点湖、京阪神聞の3810人を対象
く暮らせる」ことが，一戸建住宅の支持理由の第]位に
挙げられていることである。持ち家の要素の一つである
住宅の資産性よりも，共同住宅での生活上の気遣いへの
懸念から一戸建を支持している。とりわけ昭和田年の大
阪府の『府政に関する世論調査Jでは，この「気兼ねな
く暮らせる」の割合が7slj近くに達する。["心理的安定」
についで，理由としてあげられているのが， ["間取りの
自由性」と「接地性」に関する項目である。昭和61年の
調査では「間取りの自由性」の項目が欠けているが， こ
のように 1位に「心理的安定J.["接地性」と「間取り
の自由性」が2位または3位をしめるという順位は，ど
の調査結果をみても殆ど変わらない。["資産性」につい
ては，いづれの調査でも 4位以下であるが，経年約に増
加傾向にある。また，老後のためや子供のためといった
将来の生活安定に関わる項目の支持率も漸増する傾向に
( 7 ) 
ある。
昭和52年の調査と昭和61年の調査で，一戸建支持の理
由を住宅階層別にみた。昭和52年の調査でI位にあげら
れる「気兼ねなく暮らせるJに対して，一戸建持ち家層
よりも，むしろ共同建持ち家層がより高い支持を示し，
昭和61年の調査でI位をしめる 「庭が魅力Jに対しでも，
共同建持ち家屑が最も高い支持率を示すことが注目され
る(表12)。
2 )共同住宅の支持理由
次に，共同住宅(中高層住宅を含む)の支持理由に関
する設問項目がある調査についてみた叫叶り。この共同
住宅には，分譲共同住宅の意味も含まれている。表13に
示すように選択肢を整理すると， 一戸建よりも価格が安
いといった 「経済性J.["生活利便性J，["精神性J.安全
性，設備を含めた 「生活環境J.の 4つに大別される。
各調査ともに.["戸締りが楽」や「交通の便がよい」と
いった「生活利便性」が最も強い支持理由となっている。
2位以下の理由では，一戸建より価格が安いという「経
済性J，わづらわしい人間関係がないといった「精神性」
があげられる。
これとは逆に，昭和62年の『住宅とまちづくりに関す
る世論調査』をみると，中高層住宅に住みたくない理
由同として.["土に親しめないJ.["地震や火災時に危胤
「上下階や両隣に気を使う」などが上位にあげられてお
り，庭があること，心理的な安心感への支持は限強いも
のがある。
このように， 一戸建住宅と共同住宅の支持理由をみる
と，一戸建住宅志向は，資産性や生活環境よりも，気兼
ねのない暮しができるという心理的安定感と庭への償保
に密接に結び付いている。共同生活をする上での気遣い
がs一戸悠持ち家への憧僚に結びついていると考えられ
る。一戸建住宅の支持理由が心理的なものであるのに対
し，共同住宅志向は，生活の利便性に加えて，一戸建よ
りも価格が安いといった現実的な要素に裏付けされてい
るといえる。
5.まとめ
本稿では，戦後に行われた，住宅に関する各種の世論
調査結果から，日本人の住宅像を一戸建持ち家像に着目
して検討をすすめてきた。以下では，得られた知見を整
理するとともに，一戸建持ち家像の形成と背景について
論考する。
1 )一戸建持ち家像の形成
戦後復興期には，切迫した住宅不足から現実問題とし
ては，借家を希望したり，持ち家施策よりも公共住宅建
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表1 一戸建て住宅の支持理由
調 査 名
分 類
1) 2) 3) 4) 5) 6) 7) 
S.49年 8.52年 8.54年 S.54年 8.57年 8.61年 S.62年
大筋商世掬こおけ副将・大櫛博糊こおける時・ まちづくり哨する 込t鍋嶋槌 大朝町礎島起こおけ締官・ 大都背節耳主主・考由こ 対紛欄摘する世議瞳
宅地iこ関する惜銀総 地価lこ関する世議踏 蹴量量 湖面拐する臨調査 関する世議調査
1. 接(庭地)性 脳動)238% 脳魅力190% 正鈴{あってこそちゃんと 齢制39.3% 勝魅力246珂 挺州診J52.7% 聯再の齢tほしいから
Lt:lま 20.3% 33.7% 
土に却しめる31.4%
2. 性安理心感的 主知治なく暮らせる48.8%費助治なく暮らせる49.7% 知1ねなく暮らせる57.1%上下階叫頭角泊がない 知iねなく暮らせる49.8% 検やt下刷主告のことを落ち部叫揚句きる 落ちま車、t:.'断ができる 39.2% δ軒づきあ川こわずらわ 知こせ1'i画ごせるカ‘ら
39.8% 30.6% 近所づきあL博司3ずらわ しさカ叫い 13.1% 68.8% 
ゆとりのある白白?できる ゆとりのある釘勧?できる しさb創立い 13.1% 
25.9% 19.8% ，~禍7応酬早られる
から 11.8%
3. 老供後のやた子め 老齢子供のため11.1%老量粁{紛ため7.9% 千世幼切(jQ)(府±唱2.8% 老後や子供のため9.4% 老後のため3.0%子供のため29.9%
4.資産性 財産づくりになる1.7% 財産づくりに日る4.3阿 値切り桝締寺できる ガ樹fきだから路盤臨w質強謹齢需品川0% 資産選択として1~だと恩う醐蹴として有献と思
6.4% 落ちない 19.8% 21.8% うから 24.1%
fみ窃紛穏てられレる 島尚子4司鍛替え 好き屯f.lJ現りがとれる 好きl.(jl掠りがとれる5 間自取由り性の
24.5% できる 38.2% 5.9% 217珂
自由d配型車できる マンションのように肘f酎ι樽蜘容易 建替え t由m容易 建替え科部操が自由
18.4% 感じがしない 17.6% 10.6% 37.8% 39自%
6 生活環境 マンションのようなガス場交通刻~，よい1.0% 気障り働まよt、5.8%
制改鈴仰い5.4% 蹴酪哩盟歯されている !1i1組安全である7.5%
脱法全である0.9% 0.3% 
住環ゅよい4.6% 住環国防5よい17.8%
月絞り純である0.1%捌唾司喝3.296
月曜まり地号主である1.7%
7 持家意識 寸同~主のようI~' 自分申告主としての叛車が
する 18.7% もてるから 17.8% 
8.その他 本理証笹島みたい6.4% 長.¥f.lj:1渉である地吟 住みたL前北めるなど 怯会開閉を示すから
3.8% 陪~繁である 2.9% 8.2% 
出典 I)S.4ヨ年大都市地獄における住宅・宅地に関する世論調査 首都圏、中京圏、京阪神園の2492人対象
2)S.52年大都市地域における住宅・地価に関寸る世論調査首都閣、中京圏、京阪神間の3810人対象
3)S.54年 まちづくりに関する世論調査東京都1117人対象
4)S54年読売全図世論調倉全同2104人対象
5)S57年大都市地績における住吉・地価に関する世論調査 東京圏、中京圏、京阪神閣の3590人対象
的S.61年大都市閣の住宅・宅地に関する料論調倉首郷圏・京阪神閣の1901人対象
7)S.62年第58回大阪府政に関する世論調査大阪府民1359人対象
設を望む意識が高い。 しかし，都市住宅の大部分が借家
であったという戦前の状況に一転して，終戦後まもない
調査で，すでに強い持ち家志向が現われている。 当時，
RC造の住宅は一般に知られていなかったかったと考え
られるが，理想としては，木造りの一戸建持ち家像が存
在したことが，昭和26年の 『住宅に関する世論調査』 な
どから推察される。
高度経済成長期は.RC造の住宅団地の建設が進み，
RC造の集合住宅が一般にも浸透し始めた時期であるが，
昭和40年代前半に行なわれた世論調査の多くで，一戸建
支持率が9害IJを越える。持ち家支持率，郊外住宅支持率
も高く ，高度経済成長期は，郊外の一戸建持ち家像がコ
ンスタン卜に強く現われている。
都市を中心lこ， RC造の住宅，共同住宅の持ち家が一
層増加し住宅の選択肢が多様になった昭和50年代以降
も，一戸建支持は8割を下らない。 生活利便性や立地，
経済性などの諸条件が付加された場合，一戸建あるいは
(8) 
持ち家という要素よりも，利便性や経済性を優先する者
が増加し，住宅像は多様化の様相をみせ始める。しかし，
全体の半数は，生活利便性などの諸条件よりも，一戸建
持ち家であることに執着している。
2)住宅像の背景
現在，日本人の多くに根強くもたれる一戸建持ち家像
は， i気兼ねなく暮らせる」という回答に代表される心
理的な安定性が最大の支持理由とな っている。ついで，
庭への憧保，間取りの自由性があげられている。持ち家
の資産性，良好な生活環境についての支持率も増加傾向
にあるが，その比率は低い。 一方，共同分譲住宅に対し
ては，戸締りが楽であること，立地条件がよいことなど，
生活利便性が第一の支持理由となっている。 一戸建より
も価絡が安いことも，共同住宅支持の大きな要因である。
一戸建持ち家支持の板底には，他人に気兼ねなく暮ら
せるという心理的なものが最大の理由となっており，共
同で住まうことに馴染みをもちにくいという日本人的な
碓回他・戦後における日本人の住宅像 -125← 
表12 階属別 一戸建て住宅の支持理由
じ¥
I)S.52伴大都市地
域における住吉
地価に閲する世
論調査
→司埋』拘E借家
守秘て憎
l心理的安心感
気がねなく暮らせる 49.8 56.1 48.6 
議ち着いた生活ができる 20.9 15.0 18.8 
ゆとりのある生活ができる 30.6 29.0 30.8 
近所付き合いに煩わしさがない
2老後や子供のため
老後や子供のため 1.6 9.3 8.0 
老後のため
子供のため
3接地性(庭〉
庭が魅力 19.0 16.8 19.4 
4資産性
財産づくりになる 4.9 0.9 3.7 
資産選択として得だと思う
5間取りの白白性
好きなi間取りがとれる
建l!l'え，増改築が界易
6生活環境
交通の便がよい
住環境がよい
設備が整っている
防災上安全である
単位% 怠識の現れとも考えられる。実際に共同住宅に居住する
2) S.61年大徳市附
の住宅・宅地に
関する世論調企
一時刻司連借ま
て持軍 詳報
141 6.3 12.3 
34.4 37.5 27.0 
28.6 25.9 35.2 
52.7 65.2 48.9 
23.6 22.3 15.8 
20.3 25.9 24.6 
41.2 36.6 27.6 
6.6 3.6 3.8 
20.0 13.4 12.3 
3.6 2.7 2.2 
79 71 6.3 
7 ンション屑が，一戸建住宅の支持f!I1由として 「気兼ね
なく答らせるJの回答が一戸建層よりも高L、ことが，こ
れを裏付けている。
出典 8.52年大都市地駿における住宅 ・地価に関する世論調
倉首都随、中京圏、京阪神幽の3810人対象
これまでみてきたように，一戸建持ち家を理想とする
住宅像は，戦後まもない世論調査ですでに存在し，その
後一賞して日本人の多くに潜在 しており，ある程度の普
遍性をもっと考えられる。しかし，持ち家の普及率.R
C像の集合住宅の普及状態など，各時期の社会情勢や住
宅の状況を背録にして，一戸建持ち家像の位置づけが変
化していると考えられる。戦後の復興期は，木造住宅が
一般的であり ，RC造の集合住宅はイメージされにくかっ
た時代における木造一戸建持ち家像である。高度経済成
長期における一戸建持ち家像は. RC造の集合住宅団地
の建設が進み， RC造の集合住宅のイメージがある程度
大衆に浸透した時期に， RC造や集合住宅との対比の中
から生み出されたものと考えられる。また，復興期から
この時期にかけての一戸建持ち家支持には，農村から都
市部に流入した屑の居住歴が関与している可能性が考え
られる。オイルショックから現在に至る時期は，住宅の
選択肢が一層多様になり，住宅が選べる時代において，
利便性や経済性など様々な条件との葛藤の中から形成さ8.61年大都市圏の住宅 ・宅地に関する世論調企 首都
圏、京阪神圏の1901人対象
れた一戸建持ち家像である。庭付きの家への懐僚と，一
戸建だと気兼ねなく暮らせるという心理的な背景lこ根ざ
表13 共同住宅(中高層住宅)の支持問由
調 f王 名
理由の分類 8.54年 8.57年 S.61年 S.62年
読売全国世論調査 大都市地域の住宅・地価に 大都市闘の住宅 ・宅地に 大阪府政に関する世論調査
関する世論調金 関する世論調査
1. 経済性|一戸建てより一般に安い 一戸怨てより価格が安い 一戸建てに比べて価格が安 一戸建てより安L、から19.8%
30.6% 33.4%い 41.7%
2.利便性|買い物・通勤に便利23.4% 交通の便がよい 23.5% 交通の使がよい 34.4%
カギ一つで安心して外出 戸締まりが楽である32.1% 戸締まりが楽である41.7%
できる 31.5% 
管理が共同で手がかからな
い 27.9%
郡心に近く便利な所にあるか
ら 50.0%
力ギ一つで外出できるなど管
理面のわずらわしさがないか
ら 62.5%
3.精神性|わずらわしい隣人関係がな 近所づきあいにわずらわし 近所づきあいにわずらわし 近所づきあいのわずらわしさ
い 31.5% さがない 14.0% さがない 147% がないから 19.8% 
気がねなく暮らせる12.3% いろいろな人と接する機会も
多いから 19.8% 
4 安全性!鉄筋建てであり地震などに 防災上安全である 6.1% 防災上安全である 13.3% 防災上安全である 8.8% 
強い 21.6% 
5 設備の充実 施設面が楚備されている 設備が整っている 18.8% オープンスペースなどが充実
16.0% しているから 12.5% 
6 その他|一戸建てでも環境の惑いミ 住みたい場所に住めるなど
二開発住宅でl;t怠味がない 11.7% 転居が楽 29.4% 
山奥 S.54年読売全国世論調査全国2140人対象
S.57年六郷市地域の住宅 ・地価に関する世論調倉 東京圏、中京圏、京阪神圏の3590人対象
S.61年 大部市閣の住宅・宅地に関する世論調倉 首都圏、京阪神の1901人対象
8.62年大阪府政に関する世論調査大阪府民1359人対象
(9) 
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した理想、の住宅像であると与えられる。
j主
1 )桧谷美恵子，住宅所有形態の変容過程に関する比較
研究一日本と欧米諸国の比較研究ー (1988)，P.55 
-P.75 
2 )三宅醇， i住宅地方分布の百年史Jr現代住宅の地方
性J，動車書房(1985)，P.39-P.65 
3 )西山卯三，住まい考今学， ~青国社(1990)
4 )内閣総理大臣官房審議室編，全国世論調査の現況，
各年に実施された主要世論調査を掲載
5)内閣総理大臣官房広報室編，世論調査年鑑，各年に
実施された主要世論調査を掲載
6)総理府広報室編， r月刊 世論調査J，総理府広報室
が実施した世論調査の結果を掲載
7)上掲1) 
8)総理府統計局.昭和28年住宅統計調査結果報告，
(1954) 
9)総理府官房審議室世論調査部，国民生活に関する世
論調査(1948)，28都市の2705世帯(純農家を除く)
の家事担当者2705人を対象
10)建設省住宅局，住宅に関する世論調査第1次(1950)
， 6大都市の世帯主3522人を対象
1)建設省住宅局，住宅に関する世論調査第2次 (1951)
，9都市の非農家世帯主2081人を対象
12)経済企画庁，国民生活白書昭和34年度版(1959)
13)総理府官房審議室世論調査部，国民生活に関する世
論調査昭和31年-39年(1956-1964)
14)毎日新聞社世論調査部，都市問題意識調査(1965)， 
京浜，中京，京阪神，北九州の各都市圏の4281人を
対象
15) NHK世論調査部，日本の未来像調査(1966)，全国
の15-69才の一般男女4053人を対象
16)中日新聞社，東海4県調査(1971).愛知，岐阜，
三重県全域と静岡県大井川以西の地域の一般世帯主
3678人を対象
17)毎日新聞社， r住みよさ」についての世論調査 09
73)，近畿圏住民3498人を対象
18)東京都広報室.住宅に関する世論調査 (1970)，東
京都の20才以上の男女1039人を対象
19)北海道知事室道民課，北海道政に関する世論調貸
(1968)，北海道に居住する普通世帯世帯主1025人を
対象
20)上掲18)
21)上渇14)
( 10) 
22)上掲15)
23)内閣総理大臣官房広報室，大都市地域における住宅・
宅地に関する世論調査(1974)，首都圏，中京圏，
京阪神圏に居住する世帯の世帯主2492人を対象
24)内閣総理大臣官房広報室，大都市地域における住宅
-地価に関する世論調査(1977)，首都圏，中京圏，
京阪神麹に居住する世帯の世帯主3810人を対象
25)内閣総理大臣官房広報室，大都市地戚における住宅 ・
地価に関する世論調査(1982)，東京圏，中京圏，
京阪神簡に居住する世帯の世帯主3590人を対象
26)内閣総理大臣官房広報室，大都市圏の住宅 ・宅地に
関する世論調倉(1986)，首都圏，京阪神圏に居住
する世帯の世帯主1901人を対象
27)大阪府知事室広報課，第58回府政に関する世論調査
(住宅 ・住環境)(1987)，大阪府民1359人を対象
28)東京都情報連絡釜，住宅とまちづくりに関する世論
調査(1986)，東京都の20才以上男女1117人を対象
29)内閣総理大臣官房広報室，大都市地犠の住宅 ・宅地
取引に関する世論調査(1979)，東京，名古屋， .大
阪に居住する世帯の世帯主2288人を対象
30)経済企画庁国民生活局，国民生活選好度調査 昭和
59年度版(1984)，全国の15才-74才の男女3092人
を対象
31)経済企画庁国民生活局，国民生活選好度調査 昭和
62年度版(1987)，全国の15才-74才の男女2857人
を対象
32)内閣総理大臣官房広報室，大都市閣の住宅 ・宅地に
関する世論調査(1986)，首都圏，京阪神圏の普通
世帯主(首都圏1187人，京阪神圏 714人)を対象
33)内閣総理大臣官房広報室，土地問題に関する世論調
査(1988).全国の20才以上の男女3817人を対象
34)上掲24)
35)上掲23)
36)上掲24)
37)東京都都民生活局， まちづくりに関する世論調査
(1979)，東京都の20才以上の男友1117人を対象
38)読売新聞社，読完全国世論調査 昭和54年4月
(1979)全国の有権者2140人を対象
39)上掲25)
40)上掲32)
41)上掲27)
42)上掲38)
43)上掲25)
44)上掲32)
45)上掲27)
碓図他 :戦後における日本人の住宅像 -127 
46)上掲28)
(平成2年10月1口受迎)
Summary 
百 epurpose of this study is to make clear the changing process of the national housing ideal of the postwar Japa-
nese with the surveys of public opinion about houses. 
We covered almost al surveys of public opinion about housing ideal of the postwar period， and got 65 samples. 
Using these data， we analyzed the changing process of national housing ideal and reasons of an ideal of owner-occupied 
detached houses. 
ηle results are as fo11ows. 
1) Most of the Japanese houses in the metropolitan areas were the rental housing in the prewar period， but in the 
surveys of public op加ionsoon after the war many Japanese people had an ideal of owner-occupied detached houses 
2) There are lots of selections about houses now， but many Japanese people have an ideal of owner-occupied 
detached houses through the postwar period consistently. But on the other hand， people who appriciate the factor of 
convenience and economy for the selection of houses are gradually increasing. Their housing ideal is co1ective housing 
located in the urban areas. 
3) An ideal of owner-occupied detached houses relates to the mental reason that people can live comfortably 
in them and yearn for their own site. It is considered itrelates to the Japanese identity of sentiment to be difficult 
to live in co1ective housing. 
? ? ?
?
?
? ? ? ? (1) 
